



























































































学文化機関（Unted Natons Educatonal Scentfc and Cultural Organzaton
（UNESCO）、以下「ユネスコ」と略記）の総会において採択された「世界の
文化遺産及び自然遺産の保護に関する条約（9）（Conventon concernng the 







































1954年 「武力紛争の際の文化財の保護のための条約（Conventon for the Protec�   




























































　四つは、�COMOS（国際記念物遺跡会議�nternatonal Councl on Monuments 
and Stes、以下「�COMOS」と略記）および�UCNに加え、文化財の保存及び
修復の研究のための国際センター（�nternatonal Centre for the Study of the 






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































都道府県の調査 情報収集　頁 ● ● ● ●
工業　0-1頁 ● ● ●
世界の国々の調査 文化　122-123頁 ●
さまざまな面から見た日本 地形　13-139頁 ●
伝統文化　10-11頁 ● ● ●
生活文化　12-13頁 ●
人口、人口問題　10-11頁 ◎ ●
過疎問題　1-1頁 ◎ ● ● ●











































◎ ◎ ◎ ◎
自然災害とその対策
150-151頁












































































































































































































































































































 （1）  古田陽久「世界遺産の現状と課題−世界遺産教育の重要性−」サイバー大
学編『サイバー大学紀要』1、2009年、149-10頁。
 （2）  松浦晃一郎『世界遺産 ユネスコ事務局長は訴える』講談社、200 年、
241-244頁。
 （3）  鈴木晃志郎「ポリティクスと世界遺産」首都大学東京編『観光科学研究』
3、2010年、5-9頁。
 （4）  同上論文、5頁。
 （5）  松浦晃一郎、前掲書、244頁。
 （）  同上書、244-24頁。
 （）  古田陽久「日本における世界遺産教育の現状と課題」日本国際環境研究協
会編『地球環境』13-1、200年、23-32頁。
 （）  田渕五十生は、2013年4月現在、広島県の福山市立大学所属である。




   http://portal.unesco.org/en/ev.php−URL_�D=13055&URL_DO=DO_TOP�C
&URL_SECT�ON=201.html（平成25年3月14日最終閲覧）
 （10）  世界遺産条約については、以下のホームページを参照。
  http://www3.mofa.go.jp/mofaj/gako/treaty/pdf/B-H4-0241.pdf
  （平成25年3月14日最終閲覧）




 （12）  松浦晃一郎、前掲書、頁。
 （13）  同上書、-0頁。






調 し て い る。こ の 勧 告 は、国 際 博 物 館 会 議（�nternatonal Councl of 
Museums）と協力し、何年もかけて加盟国の意見を聴取したうえで採択
に至ったものである。
 （15）  文化遺産のみならず自然遺産も対象にし、それらを経済開発至上主義に対
抗して保存すべきであることを勧告した。





 （1）  歴史的記念建造物及び遺跡は人類共通の財産とみなし、次世代のために国
際社会が共同責任を持つ必要性を謳っている。














 （21）  松浦晃一郎、前掲書、0-頁。











 （24）  「ル・コルビュジエの建築群と都市計画」は、その後登録を目指し運動を
続けたが、2011年の世界遺産委員会で「不記載決議」の勧告を受けた。
 （25）  本稿の「はじめに」で述べたように、いわゆる「平泉」は2011年の世界
遺産委員会において、文化遺産として世界遺産に登録された。
 （2）  松浦晃一郎、前掲書、52-53頁。























 （31）  日本では白川郷・五箇山の合掌造り集落が挙げられる。白川郷と五箇山の
合掌造りの家屋は前者の例で、フィリピンのコルディリェーラの棚田群は
後者の例である。
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 （39）  同上書、頁。
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経済大学地域政策学会編『地域政策研究』11-2、200年、44頁。
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都道府県の調査 情報収集　頁 ● ● ● ●
工業　0-1頁 ● ● ●
世界の国々の調査 文化　122-123頁 ●
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◎ ◎ ◎ ◎
自然災害とその対策
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地域の魅力をつくる　144-145頁 ◎ ● ◎





















暮らしとつながる政治 小さな政府をめざして　-頁 ● ○


































































































































































































































◎ ◎ ◎ ● ◎
国土の利用と環境問題
14-15頁
◎ ◎ ◎
日本のエネルギー問題
1-1頁
◎
歴
 史
現代の世界と日本 社会で見る現代
212-213頁
◎ ◎
公 　　民
現代日本の歩みとわ
たしたち
高度経済成長後の課題
12-13頁
◎
わたしたちの社会生
活
これからの地域社会
32-33頁
●
かけがえのない地球
と人類の共生
国境をこえる環境破壊
12-13頁
◎ ◎ ○
国境をこえた問題
14-15頁
○ ◎
本文に直接記述がある◎　本文以外に記述がある○　項目に関連する記述がある●
分 　　野
単元 小項目
海洋環境の劣化有害廃棄物の越境移動生物多様性の減少森林の減少・劣化森林伐採開発ごみ難民戦争内戦紛争
地 　　理
世界の地域構成 1日じゅう昼間の国　1-1頁 ●
都道府県調べ 人口から見た東京都の特色を調
べる　100-101頁
●
東京都の課題ととり組みを調べる 
102-103頁
●
さまざまな日本の特
色
国土の利用と環境問題
14-15頁
● ◎
世界遺産と社会科教育−世界遺産の教材開発に向けて−
歴 　　史
現代の世界と日本 連合国軍による占領政策
190-191頁
●
戦後の国民生活　194-195頁 ◎
日本の独立　202-203頁 ◎
平和の願い　204-205頁 ◎ ●
政治で見る現代　20-209頁 ◎ ◎
経済で見る現代　210-211頁 ◎
公 　　民
現代日本の歩みとわ
たしたち
沖縄から見る日本と国際社会
1-1頁
● ◎ ●
わたしたちの社会生
活
これからの地域社会
32-33頁
● ●
人間の尊重と日本国
憲法
人権の発展と国民の責務
54-55頁
●
民主政治と政治参加 地方分権にむけて　90-91頁 ●
わたしたちのくらし
と経済
生産のしくみ　104-105頁 ●
環境基本法の成立　135頁 ●
消費者の保護　13-139頁 ●
かけがえのない地球
と人類の共生
国家と主権　14-14頁 ○ ●
国際連合　14-149頁 ◎ ◎
国際社会での日本の役割
150-151頁
○
平和憲法と日本の役割
152-153頁
○ ◎ ●
民族問題と民族紛争
10-11頁
●
国境をこえる環境破壊
12-13頁
● ◎
本文に直接記述がある◎　本文以外に記述がある○　項目に関連する記述がある●

資料2　中学校社会科公民的分野の教科書記述
教科書会社 東京書籍
単元 第3章　現代の民主政治と社会
第3節　地方の政治と自治
1．私たちと地方自治 ＜住民自治＞　住民自治
＜地方公共団体＞　地方公共団体、地方自治、「民主主義の学校」
＜地方分権＞　地方分権
2．地方自治の制度 ＜地方議会＞　地方議会、条例
＜首長＞　首長
＜直接請求権＞　直接請求権
3．地方財政 ＜地方財政の制度＞　地方交付税交付金、国庫支出金
＜地方公共団体の財政健全化＞
＜市町村合併＞　市町村合併
4．住民参加の拡大 ＜住民の声を生かす＞　住民投票
＜住民運動の広がり＞　自治会、ボランティア、NPO
＜わたしたちにできること＞
5．わたしたちの政治参加
教科書会社 帝国書院
単元 第2部　私たちの暮らしと民主政治
第3章　住民として地方の政治を考えよう
1．地方自治と民主政治 ＜民主政治を変える地方自治＞　地方公共団体、住民自治、民主主義の
学校
＜地方自治のしくみ＞
直接民主制
2． 地方公共団体の仕事としく
み
＜地方公共団体の仕事＞　公共サービス
＜地方公共団体のしくみ＞　地方議会（議決機関）、首長、執行機関、条例
3．地方財政の現状と課題 ＜地方公共団体の歳入＞　地方財政、歳入、自主財源、依存財源、地方
交付税、国庫支出金
＜地方財政の歳出と課題＞　歳出、財政改革
4． 地方自治の変化と私たち ＜地方分権の動き＞　中央集権、地方分権
＜これからの地方自治＞　情報公開、規制緩和
＜住民の権利と政治参加＞　イニシアチブ、リコール、直接請求権
教科書会社 教育出版
単元 第3章　わたしたちの民主政治
3．地方自治と住民の参加
9世界遺産と社会科教育−世界遺産の教材開発に向けて−
1． 身近な地域の政治（地域の
課題と地方自治）
＜地域で暮らすということ＞
＜民主主義は地域から＞　地方自治
＜国から地方へ＞　地方分権、地方自治法
2． 地方自治のしくみ（地方公
共団体の仕事と財政）
＜地方公共団体の仕事＞　地方公共団体（地方自治体）
＜地方自治のしくみ＞　首長、地方議会、条例
＜地方財政のしくみ＞
3． 住民自治が地域をつくる（住
民の権利と参加）
＜住民の権利＞　直接請求権、住民投票
＜住民参加の地域づくり＞　住民運動、NPO（非営利組織）
＜地方自治の憲法＞
自治基本条例
4． 地域の自立をめざして（地
方自治の課題）
＜市町村合併と地域の自立＞　市町村合併
＜開かれた地域を求めて＞
＜地域づくりに女性の経験を＞
5． 地域で安心して暮らすため
に（地方自治の「これから」）
＜地域独自の政策のために＞　税源移譲
＜住民が一体となって地域づくりへ＞
＜地域から世界への発信＞
教科書会社 日本文教
単元 第2編　私たちの生活と政治
第2章　国民主権と日本の政治
2．くらしを支える地方自治
1．私たちのくらしと地方自治 ＜私たちの住む地域＞　過疎地域、過密地域
＜くらしと地方自治＞　地方自治、地方公共団体
＜首長と地方議会の役割＞　首長、地方議会、条例
2．地方公共団体の仕事と財政 ＜地方公共団体の仕事＞
＜地方公共団体の財政＞　地方税、地方交付税交付金、国庫支出金
3．地方自治と私たち ＜住民の権利＞　住民投票、住民参加、情報公開、地方分権
4． これからの地方自治を考え
よう
＜自立した地域をつくる＞
教科書会社 清水書院
単元 第1編　私たちの生活と政治
第2章　国民主権
第5節　住民がきずく地方自治
1． 私たちの生活と地方自治 ＜地方自治とは＞　地方自治、地方自治法
＜地方自治のしくみ＞　条例
＜地方分権のうごきと課題＞　地方分権、地方分権一括法
2．市民参加の地域づくり ＜直接請求権と住民投票＞　直接請求権、住民投票
＜市民の活動と地域づくり＞　住民運動、NPO
0
教科書会社 育鵬社
単元 第3章　私たちの生活と政治−民主政治と政治参加−
第5節　地方自治と住民
1． 地方公共団体の政治のしく
み
＜地方公共団体と首長＞　地方公共団体、地方自治、首長
＜地方議会と条例＞　地方議会、条例、直接請求権
＜地方公共団体の仕事＞
2． 地方公共団体の移り変わり ＜地方自治の歩み＞　地方分権
＜地方財政＞　地方税
＜まちづくりや村おこし＞　まちづくり、村おこし
教科書会社 自由社
単元 第3章　日本国憲法と立憲的民主政治
第4節　地方公共団体のしくみと課題
3．地方公共団体の役割 ＜地方自治＞　地方公共団体、地方自治体、地方自治法
＜地方政治のしくみ＞　議決機関、執行機関、首長、条例、地方議会
＜住民の意思の反映＞　陳情、請願、直接請求権、住民投票
3． 地方自治の課題 
（地方財政とその課題）
＜地方財政とその課題＞　地方税、地方交付税、国庫支出金、自主財源、
依存財源、高齢化社会、財政再建団体
＜地方分権の推進＞　地方分権推進法、地方分権一括法
＜民主政治の学校＞　オンブズマン制度、地方議会、公民、「民主政治の学校」
